
講座第２回目となる今回は，核融合装置のダイバータと

呼ばれる機器について，要求される機能および機能を満た

すために必要となる条件を熱・構造工学的な観点から解説

するとともに，建設段階に移行しつつある国際熱核融合実

験炉（ITER）のダイバータを例にとり，その構造設計の考

え方について紹介する．

２．１ ダイバータの機能
核融合装置においてダイバータには，磁力線に沿って入

射する荷電粒子を不純物ガスとして排気ポートに導くこと

によりプラズマの純度を保つ粒子制御機能が要求される．

ダイバータに入射する荷電粒子は，ダイバータ表面に衝突

する際に電荷を失って中性ガスとなるが，この荷電交換の

際に，粒子のもつ運動エネルギーがダイバータ表面におい

て熱として与えられる．このため，ダイバータは核融合装

置の炉内機器において最も高い熱負荷を受ける機器とな

る．Fig. 1 にダイバータの模式図（ITERの例）を示す．

ITERのダイバータは，垂直ターゲット（vertical target）

およびドーム／ライナー（dome/liner）と呼ばれる水冷され

た受熱機器から構成される．Fig. 1(b)に示すとおり，磁力

線と交差する位置（ストライク点）に設置される垂直ター

ゲットの下部は，これらの受熱機器の中で最も高い熱負荷

にさらされ，ITERでは通常運転時の最大設計熱負荷は従

来の工学機器に比べ１桁以上高い10～20 MW/m２となって

いる．したがって，ダイバータには，このような高熱負荷

に耐えて除熱を行う機能が要求される．

また，上記の除熱機能については，例えば既存の核融合

実験装置である JT-60U 等ではプラズマの放電持続時間が

限られているため，ダイバータを積極的に冷却せず，ダイ

バータ支持構造を介して真空容器等に熱を逃がす慣性冷却

方式を採用する場合もある．一方，ITERのように数百秒

以上の長時間放電を行う核融合実験装置においては，ダイ

バータを構成する部材自体の熱容量では，その表面温度が

構成材料の融点あるいは昇華点を超えてしまうため，水冷

等の方法による強制冷却方式を採用することになる．この

ような強制冷却方式を採用する場合，ダイバータには炉内

の真空環境と冷却材の圧力を分離する隔壁，すなわち圧力

バウンダリとしての機能も要求される．

さらに，ダイバータ表面にはプラズマ運転中，たえずプ

ラズマからの荷電粒子および中性粒子が入射しているた

め，スパッタリングによってダイバータの表面材料が損耗

する．スパッタリングによってはじき出された粒子の一部

はイオン化され，プラズマに不純物として混入し，プラズ

マ温度の低下や閉じ込め性能の低下を招くため，高熱負荷

に耐えることと同時に損耗量を抑制することも重要な要求

となっている．

また，ITERのようにD-T燃焼を行う核融合実験装置に

おいては，核反応により発生する中性子に耐えるととも

に，中性子照射に伴い発生する核発熱を除去することも要

求される．

以上，通常運転時におけるダイバータへの負荷という観

点から機能要求をまとめたが，ITERのようなトカマク型

核融合実験装置においては，プラズマディスラプション時

に熱衝撃および電磁力が過渡的に負荷される．このうち熱

衝撃負荷については，数ms以下の短時間にGW/m２オー

ダーの熱負荷がダイバータ表面に入射するものであり，ダ

イバータの表面材料はどのような耐熱性材料を使用したと

しても溶融あるいは蒸発／昇華を免れず，損耗することに

なる．このような過渡的な負荷に対してダイバータの表面

材料は，想定されている使用期間中，圧力バウンダリを構
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成するダイバータ冷却管や熱シンクを保護するのに十分な

肉厚を維持する必要がある．ダイバータおよび他の工学機

器の熱負荷レベルについてFig. 2 にまとめた［１，２］．

このようにダイバータは核融合装置において最も過酷な

環境にさらされる機器の一つであり，粒子制御機能という

ダイバータ本来の機能を満足するために，いわば副次的／

不可避的に生じる「高熱負荷の除熱機能」および高熱負荷

の除熱機能を満たすために必要な「冷却材と真空環境との

圧力バウンダリの維持機能」が，工学的な機能要求として

特徴的なものとなっている．また，特に ITERダイバータ

は，本講座第１回で紹介した真空容器のような恒久的な構

造物ではなく，上記の負荷による損傷をあらかじめ考慮

し，定期的な交換（ITERでは２～３年に１回）を前提とし

た設計がなされており，Fig. 1(b)に示したように垂直ター

ゲットやドーム／ライナーといった受熱機器をカセットボ

ディと呼ばれるステンレス製の筐体に機械的に固定するこ

とにより，遠隔操作機器による交換作業の効率化を図って

いることも構造上の大きな特徴の１つである．

２．２ 機能を満たすための条件
ここでは，２．１に述べたようにダイバータに要求される

「高熱負荷の除熱機能」と「冷却材と真空環境との圧力バウ

ンダリの維持機能」に焦点を当て，機能を満たすための条

件について述べる．

２．２．１ 高熱負荷の除熱機能

高熱負荷の除去機能を理解するために，まずダイバータ

に入射する高熱負荷のレベルについて考える．前項におい

て ITERダイバータが通常運転時において受ける熱負荷を

最大10～20 MW/m２と書いたが，Fig. 2に示したとおり，こ

の熱負荷はこれまでの工学機器において経験がないほどの

大きさである．ここで，例えば既存の軽水冷却型原子炉の

構造材として用いられているステンレス鋼でダイバータの

冷却管を構成した場合について簡単な１次元計算をもとに

すると，Fig. 3 に示すとおりとなる．

この計算では冷却管の肉厚に相当する平板の肉厚を

1 mmとし，その表面に 10 MW/m２の熱負荷が入射するこ

とを仮定した．ステンレス鋼の熱伝導率を20 W/m/Kとす

ると，わずか肉厚1 mmの平板の加熱側表面と裏面には500

Kもの温度差が生じる．この結果から，ステンレス鋼でダ

イバータの冷却管を製作すれば，加熱側と冷却側の温度差(a) ITER断面図

(b) ダイバータ部拡大

Fig. 1 ダイバータ模式図（ITERの例）． Fig. 2 ダイバータ及び他の工学機器における熱負荷．
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に起因する熱応力が過大になることが懸念される．さら

に，上記の計算では冷却水の温度を特に考慮していない

が，これに冷却水温度（ITERダイバータでは１００℃）が裏

面の温度に上乗せされると仮定すれば，加熱側の表面温度

はさらに高温となり，ダイバータ冷却管構造材としてステ

ンレス鋼を使用するには困難な熱負荷レベルであることが

わかる．したがって，ダイバータに要求される「高熱負荷

の除熱機能」を満たすための条件として，まず，熱伝導の

良い材料でダイバータの受熱機器を構成することが必要不

可欠であることがわかる．既存の核融合実験装置で強制冷

却型ダイバータを採用しているカダラッシュ研究所の

Tore Supra やマックスプランクプラズマ物理研究所にお

いて建設中のWendelstein-7X，今後建設予定のITERにお

いて，ダイバータの冷却管および熱シンクに銅合金が採用

されている最も大きな理由の１つとして，その高い熱伝導

率（例えば，純銅はステンレス鋼の約２０倍の熱伝導率）を

有する点が挙げられる．

また，ダイバータは主としてプラズマからのイオン照射

によるスパッタリングやプラズマディスラプションにおけ

る熱衝撃から冷却管や熱シンクといった冷却構造を保護す

るために，表面にアーマ材と呼ばれる保護タイルを備えた

ものが多い．２．１で述べたように，アーマ材は上記の負荷を

受けた際に，表面から粒子が飛散してプラズマに混入し，

プラズマを冷却するが，原子番号の小さい材料ほどプラズ

マへの影響が小さいため，既存の核融合装置の多くで低原

子番号材料（低 Z材料），特に，炭素系材料がアーマ材とし

て用いられている．炭素系材料を用いることは，プラズマ

へ悪影響を低減することが主たる目的であるが，当然，除

熱の観点から熱伝導のより高い炭素系材料が望ましいとい

うことになる．ITERダイバータにおいても一部に炭素系

材料の１つである炭素繊維強化炭素複合材料（CFC材

料）が採用される見込みであるが，CFC材料は ITERの開

発を通じて飛躍的に熱伝導の高い材料が開発されるように

なった．Fig. 4 に代表的なCFC材料および比較のための純

銅とタングステンの熱伝導率を示す［３］．この図を見ても

わかるように，CFC材料は高温側で熱伝導率の低下が顕著

となるものの，常温では純銅の 1.5 倍を超える熱伝導率を

有する高熱伝導性の材料も開発されている．

２．２．２ 冷却材と真空環境との圧力バウンダリの維持機能

次に，ダイバータの圧力バウンダリの維持機能について

述べる．核融合装置のダイバータは水冷等の方法による強

制冷却方式を採用した場合，圧力バウンダリを構成する機

器となる．既存の軽水冷却型原子炉においては，一次応力，

特に長期的に機器に作用する一次応力に対して注意が払わ

れている．一次応力とは「荷重制御型応力」と呼ばれるも

のであり，機器に作用する力の釣り合いによって生じる応

力である．この応力は，作用する力によって機器に変形が

生じても低減することはないため，機器が進行性の変形を

生じやすい．ダイバータでいえば冷却水による冷却管内圧

で生じる応力が一次応力に属する．ここでTable 1 に既存

の軽水冷却型原子炉（沸騰水型，加圧水型）と核融合炉ダ

イバータ（ここでは ITER）の冷却水条件について示す．

核融合炉ダイバータでは上記の表に示されるとおり，軽

水冷却型原子炉と比較して一次応力の発生原因となる冷却

水圧力が低いことが特徴である．一方で，Fig. 2に示したと

おり，核融合炉ダイバータは既存の軽水冷却型原子炉の炉

内機器（ここでは燃料被覆管）やその他の工学機器に比べ，

はるかに高い熱負荷を受けるため，熱応力が支配的な機器

となる．

熱応力は二次応力に分類される．二次応力とは「変位制

御型応力」と呼ばれるものであり，機器に対する拘束に

よって生じる応力のことである．この応力は，機器が変形

（変位）を生じた場合には応力が低減する性質をもってい

る．ダイバータにおいて支配的な熱応力についてここで考

えてみると，Fig. 5に示すように，棒状の部材が温度０℃の

初期状態にあり，その後，部材の温度が１００℃に上昇したと

沸騰水型

（BWR）

加圧水型

（PWR）

ITER

ダイバータ

冷却水圧力 約 7MPa 約 15 MPa 4 MPa

冷却水温度 約２８０℃ 約３２０℃ １００℃

Fig. 3 ステンレス鋼平板の表裏に生じる温度差．

Fig. 4 各種 CFC材料と金属材料の熱伝導率の温度依存性．

Table 1 軽水冷却型原子炉と核融合炉ダイバータ（ITERダイバー
タ）の冷却水条件．
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仮定する．ここで，部材の線膨張率�を 16×10－6/K，弾性

係数 E を200 GPaとすると，外部からの拘束が全くない(a)

の場合，部材は自由に変形することができるため，熱応力

は発生しない．一方，横方向の変形を完全に拘束する(b)

の場合に発生する熱応力�は約 320 MPa（圧縮応力）にも

達する．

上記の例ではステンレス鋼の物性値を仮定したが，純銅

を仮定すれば��16×10－６/Ｋ，��80 GPa となり，発生す

る熱応力�は130 MPaとなって降伏応力を超える．高々100

Kの温度変化に対して，発生する熱応力は想像以上に大き

なものとなりうることがわかる．

もちろん実際の機器において，Fig. 5(b)のように部材が

完全に拘束されることは稀であり，現実には部材同士が反

力によって互いに変形することにより，発生する熱応力は

この値よりは小さくなる．しかしながら，ダイバータでは

熱負荷レベルが高い上に，圧力バウンダリとしての機能が

失われた場合，すなわち真空環境に冷却材が漏洩した場

合，ITERのような実験炉においてすら復旧に相当の期間

を要すると目されるとともに，ITERの次世代炉となる核

融合原型炉では炉の安全確保の観点から，より深刻な問題

となると予想される．したがって，ダイバータに要求され

る圧力バウンダリとしての機能は，最優先で維持されるべ

き機能であり，２．３で述べるようにITERにおいては圧力バ

ウンダリを直接構成するダイバータ冷却管の損傷について

特に留意した設計がなされている．

２．３ ダイバータの構造設計の考え方（JT‐６０およ
び ITERの例）
本節では強制冷却型構造を備えた ITERダイバータを紹

介する前に，まず既存の実験装置において広く用いられて

いる慣性冷却型構造のダイバータについて，JT-60U を例

にとって説明する．

２．３．１ 慣性冷却型（自然冷却型）ダイバータ

JT-60U では Fig. 6 に示すように炭素系材料（黒鉛材およ

びCFC材）をアーマ材とするダイバータを採用している

［４］．このダイバータはプラズマから入射する熱をアーマ

材で吸収し，アーマ材の熱を裏面に取り付けられた金属製

の支持基板を介して真空容器側へと伝えるものになってい

る．特にプラズマからの熱負荷が集中する部分には黒鉛材

に比べて熱伝導率が高く，高強度のCFC材をアーマ材とし

ている．これらのアーマ材は支持基板にボルトによって機

械的に締結されているため，アーマ材と支持基板間の接触

熱コンダクタンスによってアーマ材の冷却効率が左右され

る．このため JT-60U ではアーマ材と支持基板の密着性を

向上させる目的で，一部に柔軟性を有するカーボンシート

を挿入している．JT-60U では ITERに比べ，放電時間が数

十秒と短いため，主としてアーマ材および支持構造の熱容

量によってプラズマからの入熱を吸収し，放電休止時間に

真空容器へ熱を放散して冷却を行っている．この方式の利

点は，ダイバータの構造を簡略化できることおよび冷却材

の真空環境への漏洩を考慮せずに済むことが挙げられる．

一方，この方式ではプラズマの放電時間とその間隔が，機

器の熱容量によって制限されるため，高出力での長時間放

電を行う運転に対しては適用が困難である．

２．３．２ 強制冷却ダイバータ（水冷方式のITERダイバータ）

ITER では水冷方式のダイバータ構造が採用され，これ

までに様々な研究開発がなされてきた［５］．ここでは，まず

高熱負荷の除熱の観点から ITERダイバータの構造につい

て述べる．ITERダイバータの中で最も高い熱負荷にさら

される垂直ターゲットの概念図をFig. 7 に示す．垂直ター

ゲットで特徴的なのは，その上部と下部とでアーマ材が異

なることである．現状の設計においては，最も高い熱負荷

を受ける垂直ターゲット下部には高熱伝導性のCFC材を，

比較的熱負荷の低い上部にはタングステンを採用してい

る．これらのアーマ材は，水冷式の熱シンクあるいは冷却

管に接合される．プラズマからの入熱を効率よく熱シンク

や冷却管といった除熱構造に伝えるために，アーマ材は機

械的な締結ではなく冶金的に接合され，アーマ材と除熱構

造間の熱抵抗を可能な限り低減するような構造となってい

る．この接合には，主としてCu-Mn系やTi-Cu系の熱伝導

の良い接合材を用いたロウ付け接合あるいは熱間等方加圧

（HIP）のような拡散接合が用いられる．

垂直ターゲット下部は特に熱負荷が集中するため，工学

設計活動を通してその除熱構造の開発は最重要課題の一つ

であった．除熱構造の開発では，まず，冷却管の除熱性能

Fig. 5 棒状部材に発生する熱応力．

Fig. 6 JT-60UのW形状ダイバータ（慣性冷却型）．
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の向上が重要である．垂直ターゲットでは，Fig. 8に示すよ

うに通常の円形断面をもつ冷却管内に金属製のねじりテー

プを挿入した「スワール冷却管」が採用される．スワール

冷却管はねじりテープにより冷却管内に旋回流を生じさせ

ることにより，除熱能力を向上させた冷却管であり，ITER

における冷却水条件の下では，ねじり比３のねじりテープ

を挿入したスワール冷却管は通常の平滑円管の約２倍の除

熱性能（熱伝達率）を有する［６］．

また一方，冷却材と真空環境との圧力バウンダリの維持

機能の観点からのスワール冷却管の最も重要な特徴は，限

界熱流束が高いことにある．限界熱流束とは，冷却水の沸

騰状態が伝熱効率の良い核沸騰から膜沸騰に遷移する際の

熱流束であり，この値を超える熱流束が冷却管に負荷され

ると，冷却管が溶融（焼損）し，ダイバータの圧力バウン

ダリとしての機能が失われる可能性が高い．したがって

ITERダイバータに使用する冷却管には，より高い限界熱

流束を有する冷却管を採用し，ITERの運転時に入射する

熱負荷に対して裕度を確保する設計となっている．

さらに，ITERダイバータはその片面にのみ熱負荷を受

ける機器であるため，断面形状を工夫することによって，

限界熱流束に対するさらなる裕度を確保するアプローチも

可能である．ITERダイバータ開発においては，これまで

に「平板型」，「サドル型」，「モノブロック型」等の断面形

状が提案され，高熱負荷試験による除熱性能の実証がなさ

れてきた．これらの断面形状についてここで紹介する．

Fig. 9 に「平板型」，「サドル型」および「モノブロック型」

に対する定常熱伝導解析結果を示す．解析では断面寸法を

ITER垂直ターゲットと同一のものとし，冷却管には内径

12 mmのスワール冷却管を仮定して，表面熱負荷 10 MW

/m２が入射した際の温度分布および冷却管内壁を通過する

熱流束の周方向分布を示した．なお，アーマ材の熱伝導率

はFig. 4 で示した１次元CFC材のものを仮定するととも

に，冷却管および熱シンクの構造材として ITERで採用さ

れる見込みのクロム・ジルコニウム銅（CuCrZr）を仮定し

た．この結果を見ても明らかなように，表面最高温度につ

いては平板型が最も低く抑えられる．しかしながら，限界

熱流束の観点からは冷却管の内壁を通過する熱流束が重要

であり，この点から平板型は冷却管への熱流束の集中が著

しく，本解析では入射熱負荷 10 MW/m２に対して最大 14.8

MW/m２の熱流束が冷却管内壁を通過することになり，限

界熱流束に対する裕度が最も小さくなることがわかる．一

方，サドル型とモノブロック型を比較すると，サドル型形

状の方が，冷却管への熱流束の集中の度合いがわずかに低

いものの，ほぼ同等のレベルといえる．これらの形状は，

平板型形状に比べて冷却管内壁頂上部からの角度が小さい

領域（加熱面側の領域）では通過熱流束が小さく，逆に角

度が大きい領域（加熱面の反対側の領域）では通過熱流束

が大きくなる傾向にあり，アーマ材に入射した表面熱負荷

を加熱面の反対側へと分散することにより，熱負荷の集中

を避けることが可能な形状であることがこの図からわか

る．ITERでは，アーマ材と冷却管／熱シンクの接合部分

が万一剥離した場合にも，アーマ材が炉内に脱落する可能

性の小さいモノブロック型形状を垂直ターゲット下部（高

熱負荷部）の断面形状として採用している．

さて，ここまでスワール冷却管とダイバータの断面構造

について述べてきたが，次に，発生する熱応力の観点から，

ダイバータの圧力バウンダリの維持機能について述べる．

ITERダイバータは，ITERのプラズマ運転の繰り返しに

よって熱負荷を受ける．したがって，この繰り返し熱負荷

による構造材料の疲労がダイバータの寿命を決める大きな

要因の１つとなっている．ITERダイバータ開発において

は，これまでに高熱負荷試験装置等を用いて，ダイバータ

模擬試験体に対して繰り返し熱負荷を与え，その構造健全

性を評価する実験が数多く行われてきており，それらの中

には熱応力の繰り返しによって冷却管構造材が疲労破壊し

て冷却水が漏洩するような事例も見受けられる［７，８］．Fig.

7 に示したように，ITER垂直ターゲットはトロイダル方

向に約 30 mm間隔で冷却構造体を並べた並列流路構造と

なっており，約30 mm×30 mm角のアーマ材でプラズマ対

向表面を構成している．これは主に，プラズマディスラプ

ション時に垂直ターゲット表面に誘起される渦電流の経路

を細かく分断することにより，トロイダル磁場と渦電流と

のカップリングによって生じる電磁力を低減するためのも

のであるが，このような構造ではアーマ材同士の間に

ギャップ（ITER垂直ターゲットでは 0.5 mm～1 mm）が必

要となるため，ギャップ部分に位置する冷却管に応力やひ

Fig. 8 スワール冷却管の構造．

Fig. 7 ITER垂直ターゲットの概念構造図．
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ずみの集中が生じやすい．Fig. 10 に繰り返し加熱試験中に

疲労破壊した垂直ターゲット模擬試験体のスワール冷却管

を示す．この試験体はCFC材製のアーマ材および銅合金製

の熱シンクがステンレス鋼製の支持構造に冶金的に接合さ

れており，アーマ材と熱シンクは，支持構造に対する相対

的な変位を拘束されている．このような構造では，受熱部

分（アーマ材，冷却管，熱シンク）の最も剛性の低い部分，

すなわちアーマ材間のギャップに位置する冷却管に，加熱

によって生じる応力／ひずみが集中することになり，繰り

返し加熱による疲労によって冷却管が破壊に至ったものと

考えられる．

ITERダイバータ開発では，このような模擬試験体に対

する繰り返し加熱試験を実施するとともに，有限要素法に

よる熱応力解析を実施して冷却管への応力／ひずみの集中

および繰り返し時におけるそれらの振幅を評価することに

より，ダイバータの熱疲労に対する寿命評価を実施してき

た．その結果，現状の設計では冷却管への応力／ひずみの

集中を抑制するために，Fig. 11 に示すような摺動支持機構

を備えた支持構造を採用し，アーマ材や熱シンクの支持構

造に対する相対的な変位（熱による軸方向への伸び）を許

容する設計となっている．

２．４ まとめと核融合原型炉ダイバータへの展望
ITER ダイバータについて，高熱負荷の除熱と圧力バウ

ンダリの維持という観点から，その構造と現状の設計の考

え方について述べてきた．ITERは建設段階に移行しつつ

あり，今後，実機製作に向けた詳細な構造設計がなされる

ことになる．なお，ITERダイバータに関する構造設計の

Fig. 9 各種断面形状における定常温度分布と冷却管内壁を通過する最大熱流束．
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ガイドラインについては，ITERの建設地が仏国カダラッ

シュに決定したことから，仏国の原子力機械機器に関する

設計建設基準をもとにして策定される見通しとなってい

る．

最後に，次世代炉である核融合原型炉のダイバータに関

する設計の現状と材料選択について述べる．ITERと核融

合原型炉の最も大きな違いは，ITERにおける核融合中性

子の利用が，一部のブランケット（テストブランケット：

テストブランケットについては本講座第３回で述べる．）で

限定的に実施されるのに比べ，核融合原型炉では中性子を

利用し，燃料増殖を行うとともに，長期的・連続的な発電

機能を実証する点にある．この観点からダイバータはもと

より，核融合中性子の照射およびそれによる損傷を被る炉

内機器（真空容器を含む）の構造材料開発が核融合原型炉

開発の鍵を握っているといっても過言ではない．核融合原

型炉に向けたこれまでの材料開発の結果，炉内機器の構造

材として低放射化フェライト・マルテンサイト鋼やバナジ

ウム合金あるいは炭化珪素繊維複合材（SiCf/SiC 複合材）な

どが提案されている．これらは主としてブランケット用構

造材として現在研究開発が進められているものであるが，

原型炉ダイバータ用構造材としても，今後，その適用性に

ついて検討が必要である．これらの材料の中で，低放射化

フェライト・マルテンサイト鋼を構造材とした原型炉ダイ

バータの開発が日本およびEUにおいて進められている

［９，１０］．低放射化フェライト・マルテンサイト鋼を原型炉

ダイバータ用構造材として採用するに当たり，最も難しい

点はその熱伝導率の低さにある．２．２．１節においてステン

レス鋼をダイバータ冷却管に適用した例を解説したが，原

型炉用構造材として開発の進む低放射化フェライト・マル

テンサイト鋼F８２Hを例にとれば，熱伝導率は約 30 W/m

/Kであり，ステンレス鋼の約 1.5～2 倍に相当するものの，

これは純銅（無酸素銅）の約1/10に過ぎない．低放射化フェ

ライト・マルテンサイト鋼をダイバータ構造材として採用

する場合，この低熱伝導率に起因して運転時に発生する熱

応力はもちろん，高温強度の観点からの最高使用温度や，

中性子照射による脆化を考慮した最低使用温度などに留意

した構造設計が必要となる．一方，原型炉ダイバータの

アーマ材については，原型炉の設計（特に最大入射熱負荷）

に依存するものの，高 Z材であるタングステンが有望視さ

れている．この材料選択は，原型炉における最大入射熱負

荷が，ITERの1/2程度の10 MW/m２にまで抑制可能となる

ことを前提とした運転シナリオに基づいており，CFC材に

比べて熱伝導率は低いものの，トリチウム吸蔵量が小さ

く，スパッタリング率も低いタングステンが，原型炉の長

期連続運転には適すると考えられているためである．
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(a) 模擬試験体構造概念図

(b) スワール冷却管を貫通した疲労亀裂（冷却管内壁から観察）

Fig. 10 模擬試験体のスワール冷却管に生じた疲労亀裂．

Fig. 11 ITERダイバータで採用される摺動支持機構概念図．
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用語解説

ねじり比
スワール冷却管に使用されるねじりテープの旋回の度合い
を示すもので，冷却管の内径（テープの幅）とテープが１８０度旋
回するのに要する長さの比で表される．
以下に例を示す．

ねじり比＝（テープが１８０度旋回するのに要する長さ）/（内径）
＝36 mm/12 mm
＝3

摺動支持機構
ダイバータ入熱時においては熱膨張により，機器には流路
方向への伸び変形とプラズマ側へ凸となる曲げ変形が生じ
る．このうち，後者の曲げ変形は隣り合う受熱部同士の段差を
生じ易く，熱負荷集中の原因となるため，これを拘束しつつ伸
び変形のみを許容するような構造を有する支持機構である．
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